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付 議 事 件
第 2 回臨時会

番号 事 件 名 提案者 ﾍﾟｰｼﾞ

1
専決処分の承認を求めることについて（さくら市

税条例の一部改正）
市 長 P 3

2
専決処分の承認を求めることについて（さくら市

都市計画税条例の一部改正）
〃 P17

3
専決処分の承認を求めることについて（さくら市

国民健康保険税条例の一部改正）
〃 P21

4
専決処分の承認を求めることについて（令和 5 年

度さくら市一般会計補正予算（第 12 号））
〃 P24

5 令和 6 年度さくら市一般会計補正予算（第 1 号） 〃 P49

6
喜連川中学校屋内運動場等長寿命化改良工事請負

契約について
〃 P64

報告

1

専決処分事項の報告について（損害賠償の額の決

定）
〃 P65

報告

2

専決処分事項の報告について（損害賠償の額の決

定）
〃 P67
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議案 第 1 号

専 決 処 分 の 承 認 を 求 め る こ と に つ いて

地 方自 治法（ 昭和 22 年 法 律 第 67 号 ）第 179 条 第 1 項 の 規 定 に

よ り 、下 記 事 項 に つ い て 別 紙の とお り専決 処分 したの で、同 条第

3 項 の 規 定 に よ り こ れ を 報 告 し 承 認 を 求める 。

記

専決 処分 第 4 号 さ く ら 市 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条例

令和 6 年 5 月 24 日 提 出

さ く ら 市 長 뤷 塚 隆 志

-3-



専 決処 分第 4号

専 決 処 分 書

さ く ら 市 税 条 例 の 一 部 を 改正す る条 例を ここに 公布 する 。

令 和 6年 3月 31日

さ く ら 市 長 뤷 塚 隆 志

さ くら 市条 例第 17号

さ く ら 市 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条例

さ く ら 市 税 条 例 （ 平 成 17年 さ く ら 市 条 例 第 62号 ） の 一 部 を 次 の

よ う に 改 正 す る 。

第 51条 第 2項 中 「 に よ っ て 」 を 「 に よ り 」 に 改 め 、 同 項 各 号 列

記 以外 の部 分に次 のた だし 書を加 える 。

た だ し 、 市 長 が 、 当 該 者 が 同 項 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る こ

と が 明 ら か で あ り 、 か つ 、 市 民 税 を 減 免 す る 必 要 が あ る と 認 め

る 場合 は、 この限 りで ない 。

第 51条 第 3項 中 「 に よ っ て 」 を 「 に よ り 」 に 、 「 に お い て は 」

を 「に は」 に改め る。

第 71条 第 2項 中 「 に よ っ て 」 を 「 に よ り 」 に 改 め 、 同 項 各 号 列

記 以外 の部 分に次 のた だし 書を加 える 。

た だ し 、 市 長 が 、 当 該 者 が 所 有 す る 固 定 資 産 が 同 項 各 号 の い

ず れ か に 該 当 す る こ と が 明 ら か で あ り 、 か つ 、 固 定 資 産 税 を 減

免 する 必要 がある と認 める 場合は 、こ の限 りでな い。

第 71条 第 3項 中 「 に よ っ て 」 を 「 に よ り 」 に 、 「 に お い て は 」

を 「に は」 に改め る。
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第 139条 の 3第 2項 中 「 に よ っ て 」 を 「 に よ り 」 に 改 め 、 同 項 各

号 列記 以外 の部分 に次 のた だし書 を加 える 。

た だ し 、 市 長 が 、 当 該 者 が 所 有 し 、 又 は 取 得 す る 土 地 が 同 項

各 号 の い ず れ か に 該 当 す る こ と が 明 ら か で あ り 、 か つ 、 特 別 土

地 保 有 税 を 減 免 す る 必 要 が あ る と 認 め る 場 合 は 、 こ の 限 り で な

い 。

第 139条 の 3第 3項 中 「 に よ っ て 」 を 「 に よ り 」 に 改め る。

附 則第 7条 の 4の 次 に 次 の 4条 を 加 え る 。

（ 令 和 6年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 の 特 別 税 額 控除）

第 7条 の 5 令 和 6年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 に 限 り 、 法 附 則 第 5条 の 8

第 4項 及 び 第 5項 に 規 定 す る と こ ろ に よ り 控 除 す べ き 市 民 税 に 係

る 令 和 6年 度 分 特 別 税 額 控 除 額 を 、 前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 1,80 5

万 円 以 下 で あ る 所 得 割 の 納 税 義 務 者 （ 次 条 及 び 附 則 第 7条 の 7に

お い て 「 特 別 税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 」 と い う 。 ） の 第 34条 の

3、 第 34条 の 6か ら 第 34条 の 9ま で 、 附 則 第 5条 第 2項 、 附 則 第 7条

第 1項 、 附 則 第 7条 の 3の 2第 1項 、 前 条 及 び 附 則 第 9条 の 2の 規 定

を 適 用 し た 場 合 の 所 得 割 の 額から 控除 する 。

2 前 項 の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 に お け る 第 34条 の 7第 2項 、 第 47

条 の 5第 1項 及 び 前 条 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 第 34条 の 7第 2項

及 び 前 条 中 「 附 則 第 5条 の 6第 2項 」 と あ る の は 「 附 則 第 5条 の 6

第 2項 及 び 第 5条 の 8第 6項 」 と 、 第 47条 の 5第 1項 中 「 課 し た 」 と

あ る の は 「 附 則 第 7条 の 5第 1項 の 規 定 の 適 用 が な い も の と し た

場 合 に 課 す べ き 」 と 、 「 の 前 々 年 中 」 と あ る の は 「 の 同 項 の 規

定 の 適 用 が な い も の と し た 場 合 に お け る 前 々 年 中 」 と 、 「 、

前 々 年 中 」 と あ る の は 「 、 附 則 第 7条 の 5第 1項 の 規 定 の 適 用 が

な い も の と し た 場 合 に おけ る前々 年中 」と する。

（ 令和 6年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 の 納 税 通 知 書に関 する 特例 ）

第 7条 の 6 令 和 6年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 に 限 り 、 個 人 の 市 民 税 の

納 税 通 知 書 に 記 載 す べ き 各 納 期 の 納 付 額 に つ い て は 、 第 41条 の

規 定 に か か わ ら ず 、 次 に 定 め る と ころ によ る。

(1) 特 別 税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 の 特 別 税 額 控 除 前 の 普 通 徴

収 に 係る 個人 の市 民 税 の 額（ 前条 第 1項 の 規 定 の 適 用 が な い も

の と し た 場 合 に 算 出 さ れ る 普 通 徴 収 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の 額

を い う 。 ） 、 特 別 税 額 控 除 前 の 普 通 徴 収 に 係 る 個 人 の 県 民 税

-5-



の 額 （ 法 附 則 第 5条 の 8第 1項 及 び 第 2項 の 規 定 の 適 用 が な い も

の と し た 場 合 に 算 出 さ れ る 普 通 徴 収 に 係 る 個 人 の 県 民 税 の 額

を い う 。 ） 及 び 普 通 徴 収 に 係 る 森 林 環 境 税 の 額 の 合 算 額 （ 以

下 こ の 号 に お い て 「 特 別 税 額 控 除 前 の 普 通 徴 収 に 係 る 個 人 の

住 民 税 の 額 」 と い う 。 ） か ら そ の 者 の 普 通 徴 収 に 係 る 個 人 の

市 民 税 の 額 、 普 通 徴 収 に 係 る 個 人 の 県 民 税 の 額 及 び 普 通 徴 収

に 係 る 森 林 環 境 税 の 額 の 合 算 額 を 控 除 し た 額 （ 以 下 こ の 項 に

お い て 「 普 通 徴 収 の 個 人 の 住 民 税 に 係 る 特 別 税 額 控 除 額 」 と

い う 。 ） が そ の 者 の 特 別 税 額 控 除 前 の 普 通 徴 収 に 係 る 個 人 の

住 民 税 の 額 を 4で 除 し て 得 た 金 額 （ 当 該 金 額 に 1,0 00円 未 満 の

端 数 が あ る と き 、 又 は 当 該 金 額の 全 額が 1,000円 未 満 で あ る と

き は 、 そ の 端 数 金 額 又 は そ の 全 額 を 切 り 捨 て た 金 額 。 以 下 こ

の 項 にお いて 「分 割 金 額 」と いう 。） に 3を 乗 じ て 得 た 金 額 を

そ の 者 の 特 別 税 額 控 除 前 の 普 通 徴 収 に 係 る 個 人 の 住 民 税 の 額

か ら 控除 した 残額 に 相 当す る 金額 （以 下 この項 に おい て「 第 1

期 分 金 額 」 と い う 。 ） に 満 た な い 場 合 に は 、 当 該 納 税 通 知 書

に 記 載 す べ き 各 納 期 の 納 付 額 は 、 第 40条 第 1項 に 規 定 す る 第 1

期 の 納 期 （ 以 下 こ の 項 、 次 項 及 び 次 条 第 1項 に お い て 「 第 1期

納 期 」 と い う 。 ） に お い て は そ の 者の 第 1期 分 金 額 か ら そ の 者

の 普 通 徴 収 の 個 人 の 住 民 税 に 係 る 特 別 税 額 控 除 額 を 控 除 し た

額 と し 、 そ の 他 の そ れ ぞ れ の 納 期 に お い て は そ の 者 の 分 割 金

額 とす る。

(2) 特 別 税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 の 普 通 徴 収 の 個 人 の 住 民 税

に 係 る特 別税 額控 除 額 が その 者の 第 1期 分 金 額 以 上 で あ り 、 か

つ 、 そ の 者 の 第 1期 分 金 額 と そ の 者 の 分 割 金 額 と の 合 計額 に満

た な い 場 合 に は 、 当 該 納 税 通 知 書 に 記 載 す べ き 各 納 期 の 納 付

額 は 、 第 1期 納 期 に お い て は な い も の と し 、 第 40条 第 1項 に 規

定 す る 第 2期 の 納 期 （ 以 下 こ の 項 及 び 次 条 第 1項 に お い て 「 第 2

期 納 期 」 と い う 。 ） に お い て は そ の者 の 第 1期 分 金 額 と そ の 者

の 分 割 金 額 と の 合 計 額 か ら そ の 者 の 普 通 徴 収 の 個 人 の 住 民 税

に 係 る特 別税 額控 除 額 を 控除 した 額と し 、第 40条 第 1項 に 規 定

す る 第 3期 の 納 期 （ 以 下 こ の 項 に お い て 「 第 3期 納 期 」 と い

う 。 ） 及 び 同 条 第 1項 に 規 定 す る 第 4期 の 納 期 （ 以 下 こ の 項 に

お い て 「 第 4期 納 期 」 と い う 。 ） に お い て は そ の 者の 分割 金額
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と する 。

(3) 特 別 税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 の 普 通 徴 収 の 個 人 の 住 民 税

に 係 る特 別税 額控 除 額 が その 者の 第 1期 分 金 額 と そ の 者 の 分 割

金 額 と の 合 計 額 以 上 で あ り、 かつ 、そ の 者の第 1期 分 金 額 と そ

の 者 の 分 割 金 額 に 2を 乗 じ て 得 た 金 額 と の 合 計 額 に 満 たな い場

合 に は、 当該 納税 通 知 書に 記 載す べき 各 納期の 納 付額 は、 第 1

期 納 期 及 び 第 2期 納 期 に お い て は な い も の と し 、 第 3期 納 期 に

お い て は そ の 者 の 第 1期 分 金 額 と そ の 者 の 分 割 金 額 に 2を 乗 じ

て 得 た 金 額 と の 合 計 額 か ら そ の 者 の 普 通 徴 収 の 個 人 の 住 民 税

に 係 る特 別税 額控 除 額 を 控除 した 額と し 、第 4期 納 期 に お い て

は そ の 者 の 分 割 金 額 と する 。

(4) 特 別 税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 の 普 通 徴 収 の 個 人 の 住 民 税

に 係 る特 別税 額控 除 額 が その 者の 第 1期 分 金 額 と そ の 者 の 分 割

金 額 に 2を 乗 じ て 得 た 金 額 と の 合 計 額 以 上 であ る 場合 には 、当

該 納 税通 知書 に記 載 す べ き各 納期 の納 付 額は、 第 1期 納 期 、 第

2期 納 期 及 び 第 3期 納 期 に お い て は な い も の と し 、 第 4期 納 期 に

お い て は そ の 者 の 普 通 徴 収 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の 額 、 普 通 徴

収 に 係 る 個 人 の 県 民 税 の 額 及 び 普 通 徴 収 に 係 る 森 林 環 境 税 の

額 の合 算額 とする 。

2 令 和 6年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 （ 第 1期 納 期 か ら 第 47条 第 1項 の

規 定 に よ り 普 通 徴 収 の 方 法 に よ っ て 徴 収 さ れ る こ と と な っ た も

の を 除 く 。 ） を 同 項 の 規 定 に よ り 普 通 徴 収 の 方 法 に よ っ て 徴 収

す る場 合に ついて は、 前項 の規定 は、 適用 しない 。

（ 令 和 6年 度 分 の 公 的 年 金 等 に 係 る 所 得 に 係 る 個 人 の 市 民 税 に

関 する 特例 ）

第 7条 の 7 令 和 6年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 に 限 り 、 第 47条 の 2第 1項

の 規 定 に よ り 特 別 徴 収 の 方 法 に よ っ て 徴 収 す べ き 公 的 年 金 等 に

係 る 所 得 に 係 る 個 人 の 市 民 税 （ 第 3項 に お い て 「 年 金 所 得 に 係

る 特 別 徴 収 の 個 人 の 市 民 税 」 と い う 。 ） の 額 及 び 同 条 第 2項 の

規 定 に よ り 普 通 徴 収 の 方 法 に よ っ て 徴 収 す べ き 公 的 年 金 等 に 係

る 所 得 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の 額 に つ い て は 、 次 に 定 め る と こ ろ

に よる 。

(1) 特 別 税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 の 特 別 税 額 控 除 前 の 年 金 所

得 に 係る 個人 の市 民 税 の額 （ 附則 第 7条 の 5第 1項 の 規 定 の 適 用
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が な い も の と し た 場 合 に 算 出 さ れ る 第 47条 の 2第 1項 に 規 定 す

る 前 年 中 の 公 的 年 金 等 に 係 る 所 得 に 係 る 所 得 割 額 及 び 均 等 割

額 （ こ れ と 併 せ て 賦 課 徴 収 を 行 う 森 林 環 境 税 額 を 含 む 。 以 下

こ の 号及 び第 5号 に お い て 同 じ 。 ） の 合 算 額 （ 以 下こ の号 及び

第 5号 に お い て 「 年 金 所 得 に 係 る 所 得 割額 及び 均 等割 額の 合算

額 」 と い う 。 ） を い う 。 以 下 こ の 号 及 び 第 3項 第 1号 に お い て

同 じ 。 ） か ら そ の 者 の 年 金 所 得 に 係 る 所 得 割 額 及 び 均 等 割 額

の 合 算額 を控 除し た 額 （ 以下 この 項及 び 第 3項 に お い て 「 年 金

所 得 に 係 る 個 人 の 市 民 税 に 係 る 特 別 税 額 控 除 額 」 と い う 。 ）

が そ の 者 の 特 別 税 額 控 除 前 の 普 通 徴 収 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の

額 （ 特 別 税 額 控 除 前 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の 額 か ら

特 別 税 額 控 除 前 の 特 別 徴 収 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の 額 （ 特 別 税

額 控 除 前 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の 額 の 2分 の 1に 相 当

す る 額 を い う 。 以 下 こ の 号 に お い て 同 じ 。 ） を 控 除 し た 額 を

い う 。以 下こ の号 に お い て同 じ。 ）を 2で 除 し て 得 た 金 額 （ 当

該 金 額 に 1,000円 未 満 の 端 数 が あ る と き 、 又 は 当 該 金 額の 全額

が 1,0 00円 未 満 で あ る と き は 、 そ の 端 数 金 額 又 は その 全額 を切

り 捨 てた 金額 。以 下 こ の 項に おい て「 第 2期 分 金 額 」 と い う 。 ）

を そ の 者 の 特 別 税 額 控 除 前 の 普 通 徴 収 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の

額 か ら 控 除 し た 残 額 に 相 当 す る 金 額 （ 以 下 こ の 項 に お い て

「 第 1期 分 金 額 」 と い う 。 ） に 満 た な い 場 合 に は 、 第 1期 納 期

及 び 第 2期 納 期 に 普 通 徴 収 の 方 法 に よ っ て 徴収 す べき 公的 年金

等 に 係 る 所 得 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の 額 （ 以 下 こ の 項 に お い て

「 普 通徴 収対 象税 額 」 と いう 。） 並び に 第 47条 の 3に 規 定 す る

特 別 徴 収 対 象 年 金 給 付 の 支 払 を す る 際 、 特 別 徴 収 の 方 法 に よ

っ て 徴 収 す べ き 公 的 年 金 等 に 係 る 所 得 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の

額 （ 以下 この 項及 び 第 3項 に お い て 「 特 別 徴 収 対 象 税 額 」 と い

う 。 ） は 、 第 1期 納 期 に お い て は そ の 者 の 第 1期 分 金 額 か ら そ

の 者 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人 の 市 民 税 に 係 る 特 別 税 額 控 除 額 を

控 除 した 残額 に相 当 す る 税額 、第 2期 納 期 に お い て は そ の 者 の

第 2期 分 金 額 に 相 当 す る 税 額 、 当 該 年 度の 初日 の属 す る年の 10

月 1日 か ら 11月 30日 ま で の 間 に お い て は そ の 者 の 特 別 税額 控除

前 の 特 別 徴 収 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の 額 を 3で 除 し て 得 た 金 額

（ 当 該 金 額 に 100円 未 満 の 端 数 が あ る と き 、 又 は 当 該 金額 の全
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額 が 100円 未 満 で あ る と き は 、 そ の 端 数 金 額 又 は その 全額 を切

り 捨 て た 金 額 。 以 下 こ の 項 に お い て 「 分 割 金 額 」 と い う 。 ）

に 2を 乗 じ て 得 た 金 額 を そ の 者 の 特 別 税額 控除 前 の特 別徴 収に

係 る 個 人 の 市 民 税 の 額 か ら 控 除 し た 残 額 に 相 当 す る 金 額 （ 以

下 こ の 項 に お い て 「 10月 分 金 額 」 と い う 。 ） に 相 当 す る 税 額 、

同 年 12月 1日 か ら 翌 年 の 3月 31日 ま で の 間 に お い て は そ の 者 の

分 割 金 額 に 相当す る税 額と する。

(2) 特 別 税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人 の 市

民 税 に係 る特 別税 額 控 除 額が その 者の 第 1期 分 金 額 以 上 で あ り 、

か つ 、 そ の 者 の 第 1期 分 金 額 と そ の 者 の 第 2期 分 金 額 と の 合 計

額 に 満 た な い 場 合 に は 、 普 通 徴 収 対 象 税 額 及 び 特 別 徴 収 対 象

税 額 は 、 第 1期 納 期 に お け る 税 額 は な い も の と し 、 第 2期 納 期

に お い て は そ の 者 の 第 1期 分 金 額 と そ の 者 の 第 2期 分 金 額 と の

合 計 額 か ら そ の 者 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人 の 市 民 税 に 係 る 特 別

税 額 控 除 額 を 控 除 し た 残 額 に 相 当 す る 税 額 、 当 該 年 度 の 初 日

の 属 する 年の 10月 1日 か ら 11月 30日 ま で の 間 に お い て は そ の 者

の 10月 分 金 額 に 相 当 す る 税 額 、 同 年 12月 1日 か ら 翌 年 の 3月 31

日 ま で の 間 に お い て は そ の 者 の 分 割 金 額 に 相 当 す る 税 額 と す

る 。

(3) 特 別 税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人 の 市

民 税 に係 る特 別税 額 控 除 額が その 者の 第 1期 分 金 額 と そ の 者 の

第 2期 分 金 額 と の 合 計 額 以 上 で あ り 、 か つ 、 そ の 者 の 第 1期 分

金 額 、 そ の 者 の 第 2期 分 金 額 及 び そ の 者 の 10月 分 金 額 の 合 計 額

に 満 た な い 場 合 に は 、 普 通 徴 収 対 象 税 額 及 び 特 別 徴 収 対 象 税

額 は 、 第 1期 納 期 及 び 第 2期 納 期 に お け る 税 額 は な い も の と し 、

当 該 年度 の初 日の 属 す る 年の 10月 1日 か ら 11月 30日 ま で の 間 に

お い て は そ の 者 の 第 1期 分 金 額 、 そ の 者 の 第 2期 分 金 額 及 び そ

の 者 の 10月 分 金 額 の 合 計 額 か ら そ の 者 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人

の 市 民 税 に 係 る 特 別 税 額 控 除 額 を 控 除 し た 残 額 に 相 当 す る 税

額 、 同 年 12月 1日 か ら 翌 年 の 3月 31日 ま で の 間 に お い て は そ の

者 の 分 割 金 額 に相 当す る税 額とす る。

(4) 特 別 税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人 の 市

民 税 に係 る特 別税 額 控 除 額が その 者の 第 1期 分 金 額 、 そ の 者 の

第 2期 分 金 額 及 び そ の 者 の 10月 分 金 額 の 合 計 額 以 上 で あ り 、 か
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つ 、 そ の 者 の 第 1期 分 金 額 、 そ の 者 の 第 2期 分 金 額 、 そ の 者 の

10月 分 金 額 及 び そ の 者 の 分 割 金 額 の 合 計 額 に 満 た な い 場 合 に

は 、 普通 徴収 対象 税 額 及 び特 別徴 収対 象 税額は 、 第 1期 納 期 及

び 第 2期 納 期 並 び に 当 該 年 度 の 初 日 の 属 す る 年 の 10月 1日 か ら

11月 30日 ま で の 間 に お け る 税 額 は な い も の とし 、 同年 12月 1日

か ら 翌 年 の 1月 31日 ま で の 間 に お い て は そ の 者 の 第 1期 分 金 額 、

そ の 者 の 第 2期 分 金 額 、 そ の 者 の 10月 分 金 額 及 び そ の 者 の 分 割

金 額 の 合 計 額 か ら そ の 者 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人 の 市 民 税 に 係

る 特 別 税 額 控 除 額 を 控 除 し た 残 額 に 相 当 す る 税 額 、 同 年 2月 1

日 か ら 3月 31日 ま で の 間 に お い て は そ の 者 の 分 割 金額 に相 当す

る 税額 とす る。

(5) 特 別 税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人 の 市

民 税 に係 る特 別税 額 控 除 額が その 者の 第 1期 分 金 額 、 そ の 者 の

第 2期 分 金 額 、 そ の 者 の 10月 分 金 額 及 び そ の 者 の 分 割 金 額 の 合

計 額 以 上 で あ る 場 合 に は 、 普 通 徴 収 対 象 税 額 及 び 特 別 徴 収 対

象 税 額 は 、 第 1期 納 期 及 び 第 2期 納 期 並 び に 当 該 年 度 の 初 日 の

属 す る 年 の 10月 1日 か ら 翌 年 の 1月 31日 ま で の 間 に お け る 税 額

は な い も の と し 、 同 年 2月 1日 か ら 3月 31日 ま で の 間 に お い て は

そ の 者 の 年 金 所 得 に 係 る 所 得 割 額 及 び 均 等 割 額 の 合 算 額 に 相

当 する 税額 とする 。

2 前 項 の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 に お け る 第 47条 の 4の 規 定 の 適

用 に つ い て は 、 同 条 第 2項 中 「 年 金 所 得 に 係 る 特 別 徴 収 税 額 を

当 該 年 度 の 初 日 の 属 す る 年 の 10月 1日 か ら 翌 年 の 3月 31日 ま で の

間 に お け る 当 該 特 別 徴 収 対 象 年 金 所 得 者 に 係 る 特 別 徴 収 対 象 年

金 給 付 の 支 払 の 回 数 で 除 し て 得 た 額 」 と あ る の は 、 「 附 則 第 7

条 の 7第 1項 各 号 に 規 定 す る 特 別 徴 収 の 方 法 に よ っ て 徴 収 す べ き

額 」と する 。

3 令 和 6年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 に 限 り 、 年 金 所 得 に 係 る 特 別 徴

収 の 個 人 の 市 民 税 の 額 （ 第 1項 の 規 定 の 適 用 が あ る も の を 除

く 。 ） につ いては 、次 に定 めると ころ によ る。

(1) 特 別 税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人 の 市

民 税 に 係 る 特 別 税 額 控 除 額 が そ の 者 の 特 別 税 額 控 除 前 の 特 別

徴 収 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の 額 （ 特 別 税 額 控 除 前 の 年 金 所 得 に

係 る 個 人 の 市 民 税 の 額 か ら 第 47条 の 5第 1項 に 規 定 す る 年 金 所
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得 に 係 る 仮 特 別 徴 収 税 額 を 控 除 し た 額 を い う 。 以 下 こ の 号 に

お い て 同 じ 。 ） を 3で 除 し て 得 た 金 額 （ 当 該 金 額 に 100円 未 満

の 端 数 が あ る と き 、 又 は 当 該 金額 の 全額 が 100円 未 満 で あ る と

き は 、 そ の 端 数 金 額 又 は そ の 全 額 を 切 り 捨 て た 金 額 。 以 下 こ

の 項 にお いて 「分 割 金 額 」と いう 。） に 2を 乗 じ て 得 た 金 額 を

そ の 者 の 特 別 税 額 控 除 前 の 特 別 徴 収 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の 額

か ら 控 除 し た 残 額 に 相 当 す る 金 額 （ 以 下 こ の 項 に お い て 「 10

月 分 金 額 」 と い う 。 ） に 満 た な い 場 合 に は 、 特 別 徴 収 対 象 税

額 は 、当 該年 度の 初 日 の 属す る年 の 10月 1日 か ら 11月 30日 ま で

の 間 に お い て は そ の 者 の 10月 分 金 額 か ら そ の 者 の 年 金 所 得 に

係 る 個 人 の 市 民 税 に 係 る 特 別 税 額 控 除 額 を 控 除 し た 残 額 に 相

当 す る 税 額 、 同 年 12月 1日 か ら 翌 年 の 3月 31日 ま で の 間 に お い

て は そ の 者 の 分 割 金 額 に相 当する 税額 とす る。

(2) 特 別 税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人 の 市

民 税 に 係 る 特 別 税 額 控 除 額 が そ の 者 の 10月 分 金 額 以 上 で あ り 、

か つ 、 そ の 者 の 10月 分 金 額 と そ の 者 の 分 割 金 額 と の 合 計 額 に

満 た な い 場 合 に は 、 特 別 徴 収 対 象 税 額 は 、 当 該 年 度 の 初 日 の

属 す る年 の 10月 1日 か ら 11月 30日 ま で の 間 に お け る 税 額 は な い

も の と し 、 同 年 12月 1日 か ら 翌 年 の 1月 31日 ま で の 間 に お い て

は そ の 者 の 10月 分 金 額 と そ の 者 の 分 割 金 額 と の 合 計 額 か ら そ

の 者 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人 の 市 民 税 に 係 る 特 別 税 額 控 除 額 を

控 除 した 残額 に相 当 す る税 額 、同 年 2月 1日 か ら 3月 31日 ま で の

間 に お い て は そ の 者 の 分 割 金額に 相当 する 税額と する 。

(3) 特 別 税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 の 年 金 所 得 に 係 る 個 人 の 市

民 税 に 係 る 特 別 税 額 控 除 額 が そ の 者 の 10月 分 金 額 と そ の 者 の

分 割 金 額 と の 合 計 額 以 上 で あ る 場 合 に は 、 特 別 徴 収 対 象 税 額

は 、 当 該 年 度 の 初 日 の 属 す る 年 の 10月 1日 か ら 翌 年 の 1月 31日

ま で の 間 に お け る 税 額 は な い も の とし 、同 年 2月 1日 か ら 3月 31

日 ま で の 間 に お い て は そ の 者 の 第 47条 の 5第 2項 の 規 定 に よ り

読 み 替 え ら れ た 第 47条 の 2第 1項 に 規 定 す る 年 金 所 得 に 係 る 特

別 徴 収 税 額 に相当 する 税額 とする 。

4 前 項 の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 に お け る 第 47条 の 4の 規 定 の 適

用 に つ い て は 、 同 条 第 2項 中 「 年 金 所 得 に 係 る 特 別 徴 収 税 額 を

当 該 年 度 の 初 日 の 属 す る 年 の 10月 1日 か ら 翌 年 の 3月 31日 ま で の
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間 に お け る 当 該 特 別 徴 収 対 象 年 金 所 得 者 に 係 る 特 別 徴 収 対 象 年

金 給 付 の 支 払 の 回 数 で 除 し て 得 た 額 」 と あ る の は 、 「 附 則 第 7

条 の 7第 3項 各 号 に 規 定 す る 特 別 徴 収 の 方 法 に よ っ て 徴 収 す べ き

額 」と する 。

5 令 和 6年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 に つ き 第 47条 の 6第 1項 の 規 定 の

適 用 が あ る 場 合 に つ い て は 、前各 項の 規定 は、適 用し ない 。

（ 令和 7年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 の 特 別 税 額 控除）

第 7条 の 8 令 和 7年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 に 限 り 、 法 附 則 第 5条 の

12第 3項 及 び 第 4項 に 規 定 す る と こ ろ に よ り 控 除 す べ き 市 民 税 に

係 る 令 和 7年 度 分 特 別 税 額 控 除 額 を 、 同 条 第 3項 に 規 定 す る 特 別

税 額 控 除 対 象 納 税 義 務 者 の 第 34条 の 3、 第 34条 の 6か ら 第 34条 の

9ま で 、 附 則 第 5条 第 2項 、 附 則 第 7条 第 1項 、 附 則 第 7条 の 3の 2第

1項 、 附 則 第 7条 の 4及 び 附 則 第 9条 の 2の 規 定 を 適 用 し た 場 合 の

所 得 割 の 額 か ら 控 除す る。

附 則 第 8条 第 2項 中 「 前 条 」 を 「 附 則 第 7条 の 4」 に 改 め 、 同 条 第

3項 中 「 第 1項 」 の 次 に 「 、 附 則 第 7条 の 5第 1項 及 び 前 条 」 を 加 え 、

「 同 項 中 」 を 「 第 34 条 の 9第 1項 中 」 に 、 「 と あ る の は 、 」 を

「 と あ る の は 」 に 、 「 と す る 」 を 「 と 、 附 則 第 7条 の 5第 1項 中

「 前 条 及 び 」 と あ る の は 「 前 条 、 附 則 第 8条 第 2項 及 び 」 と 、 前

条 中 「 附 則 第 7条 の 4及 び 」 と あ る の は 「 附 則 第 7条 の 4、 次 条 第 2

項 及 び 」 と す る 」 に 改 め る 。

附 則 第 10条 の 2第 14項 中 「 附 則 第 15条 第 25項 第 2号 イ 」 を 「 附 則

第 15条 第 25項 第 3号 イ 」 に 改 め 、 同 条 第 15項 中 「 附 則 第 15条 第 25

項 第 2号 ロ 」 を 「 附 則 第 15条 第 25項 第 3号 ロ 」 に 改 め 、 同 条 第 16

項 中 「 附 則 第 15条 第 25項 第 2号 ハ 」 を 「 附 則 第 15条 第 25項 第 3号

ハ 」 に 改 め 、 同 条 第 17項 中 「 附 則 第 15条 第 25項 第 3号 イ 」 を 「 附

則 第 15条 第 25項 第 4号 イ 」 に 改 め 、 同 条 第 18項 中 「 附 則 第 15条 第

25項 第 3号 ロ 」 を 「 附 則 第 15条 第 25項 第 4号 ロ 」 に 改 め 、 同 条 第

19項 中 「 附 則 第 15条 第 25項 第 3号 ハ 」 を 「 附 則 第 15条 第 25項 第 4

号 ハ 」 に 改 め 、 同 条 第 21項 を 削 り 、 同 条 第 22項 中 「 附 則 第 15条

第 33項 」 を 「 附 則 第 15条 第 32項 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 21項 と

し 、 同 条 第 23項 中 「 附 則 第 15条 第 38項 」 を 「 附 則 第 15条 第 37項 」

に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 22項 と し 、 同 条 第 24項 中 「 附 則 第 15条 第

42項 」 を 「 附 則 第 15条 第 41項 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 23項 と し 、
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同 条 第 25項 中 「 附 則 第 15条 第 43項 」 を 「 附 則 第 15条 第 42項 」 に

改 め 、 同 項 を 同 条 第 24項 と し 、 同 条 中 第 26項 を 第 25項 と し 、 第

27項 を 第 26項 と す る 。

附 則 第 10条 の 3第 14項 を 同 条 第 15項 と し 、 同 条 第 13項 中 「 附 則

第 7条 第 17項 」 を 「 附 則 第 7条 第 18項 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 14

項 と し 、 同 条 第 12項 中 「 附 則 第 7条 第 16項 各 号 」 を 「 附 則 第 7条

第 17 項 各 号 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 13 項 と し 、 同 条 第 11 項 中

「 附 則 第 7条 第 11項 各 号 」 を 「 附 則 第 7条 第 12項 各 号 」 に 改 め 、

同 項 を 同 条 第 12項 と し 、 同 条 第 10項 中 「 附 則 第 7条 第 10項 各 号 に

規 定 す る 」 を 「 附 則 第 7条 第 11項 各 号 に 掲 げ る 」 に 改 め 、 同 項 を

同 条 第 11項 と し 、 同 条 第 9項 中 「 附 則 第 7条 第 9項 各 号 」 を 「 附 則

第 7条 第 10項 各 号 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 10項 と し 、 同 条 第 8項

中 「 附 則 第 7条 第 8項 各 号 」 を 「 附 則 第 7条 第 9項 各 号 」 に 改 め 、

同 項 を 同 条 第 9項 と し 、 同 条 中 第 7項 を 第 8項 と し 、 第 3項 か ら 第 6

項 ま で を 1項 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 2項 の 次 に 次 の 1項 を 加 え る 。

3 市 長 は 、 法 附 則 第 15条 の 7第 1項 又 は 第 2項 の 認 定 長 期 優 良 住

宅 の う ち 区 分 所 有 に 係 る 住 宅 に つ い て は 、 前 項 の 申 告 書 の 提 出

が な か っ た 場 合 に お い て も 、 長 期 優 良 住 宅 の 普 及 の 促 進 に 関 す

る 法 律 （ 平 成 20年 法 律 第 87号 ） 第 5条 第 4項 に 規 定 す る 管 理 者 等

か ら 、 法 附 則 第 15条 の 7第 3項 に 規 定 す る 期 間 内 に 施 行 規 則 附 則

第 7条 第 4項 に 規 定 す る 書 類 の 提 出 が さ れ 、 か つ 、 当 該 区 分 所 有

に 係 る 住 宅 が 法 附 則 第 15条 の 7第 1項 又 は 第 2項 に 規 定 す る 要 件

に 該 当 す る と 認 め ら れ る と き は 、 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 同

条 第 1項 又 は 第 2項 の 規 定 を 適 用 す る こ と が で き る 。

附 則 第 11条 の 見 出 し 中 「 令 和 3年 度 か ら 令 和 5年 度 ま で 」 を 「 令

和 6年 度 か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め る 。

附 則 第 11条 の 2の 見 出 し 中 「 令 和 4年 度 又 は 令 和 5年 度 」 を 「 令

和 7年 度 又 は 令 和 8年 度 」 に 改 め 、 同 条 第 1項 中 「 令 和 4年 度 分 又

は 令 和 5年 度 分 」 を 「 令 和 7年 度 分 又 は 令 和 8年 度 分 」 に 改 め 、 同

条 第 2項 中 「 令 和 4年 度 適 用 土 地 又 は 令 和 4年 度 類 似 適 用 土 地 」 を

「 令 和 7年 度 適 用 土 地 又 は 令 和 7年 度 類 似 適 用 土 地 」 に 、 「 令 和 5

年 度 分 」 を 「 令 和 8年 度 分 」 に 改 め る 。

附 則 第 12条 の 見 出 し 中 「 令 和 3年 度 か ら 令 和 5年 度 ま で 」 を 「 令

和 6年 度 か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め 、 同 条 第 1項 中 「 令 和 3年 度
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か ら 令 和 5年 度 ま で 」 を 「 令 和 6年 度 か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め 、

「 （ 商 業 地 等 に 係 る 令 和 4年 度 分 の 固 定 資 産 税 に あ っ て は 、 100

分 の 2.5） 」 及 び 「 （ 令 和 3年 度 分 の 固 定 資 産 税 に あ っ て は 、 前

年 度 分 の 固 定 資 産 税 の 課 税 標 準 額 ） 」 を 削 り 、 同 条 第 2項 及 び 第

3項 中 「 令 和 4年 度 分 及 び 令 和 5年 度 分 」 を 「 令 和 6年 度 か ら 令 和 8

年 度 ま で の 各 年 度 分 」 に 改 め 、 同 条 第 4項 及 び 第 5項 中 「 令 和 3年

度 か ら 令 和 5年 度 ま で 」 を 「 令 和 6年 度 か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改

め る 。

附 則 第 12条 の 2中 「 地 方 税 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 30

年 法 律 第 3号 ） 附 則 第 22条 」 を 「 地 方 税 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法

律 （ 令 和 6年 法 律 第 4号 ） 附 則 第 21条 第 1項 」 に 、 「 平 成 30年 度 か

ら 平 成 32年 度 ま で 」 を 「 令 和 6年 度 か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め 、

「 も の と す る 」 を 削る 。

附 則 第 13条 の 見 出 し 中 「 令 和 3年 度 か ら 令 和 5年 度 ま で 」 を 「 令

和 6年 度 か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め 、 同 条 中 「 令 和 3年 度 か ら 令

和 5年 度 ま で 」 を 「 令 和 6年 度 か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め 、 「 。

以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 」 及 び 「 （ 令 和 3年 度 分 の 固 定 資 産 税

に あ っ て は 、 前 年 度分 の固 定資産 税の 課税 標準額 ）」 を削 る。

附 則 第 15条 第 1項 中 「 令 和 3年 度 か ら 令 和 5年 度 ま で 」 を 「 令 和 6

年 度 か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め 、 同 条 第 2項 中 「 令 和 6年 3月 31

日 」 を 「 令 和 9年 3月 31日 」 に 改 め る 。

附 則 第 16条 の 3第 3項 に 次 の 1号 を 加 え る 。

(5) 附 則 第 7条 の 5及 び 附 則 第 7条 の 8の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、

附 則 第 7条 の 5第 1項 及 び 附 則 第 7条 の 8中 「 所 得 割 の 額 」 と あ る

の は 、 「 所 得 割 の 額 並 び に 附 則 第 16条 の 3第 1項 の 規 定 に よ る

市 民 税 の 所 得 割 の 額 」 とす る。

附 則第 16条 の 4第 3項 に 次 の 1号 を 加 え る 。

(5) 附 則 第 7条 の 5及 び 附 則 第 7条 の 8の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、

附 則 第 7条 の 5第 1項 及 び 附 則 第 7条 の 8中 「 所 得 割 の 額 」 と あ る

の は 、 「 所 得 割 の 額 並 び に 附 則 第 16条 の 4第 1項 の 規 定 に よ る

市 民 税 の 所 得 割 の 額 」 とす る。

附 則第 17条 第 3項 に 次 の 1号 を 加 え る 。

(5) 附 則 第 7条 の 5及 び 附 則 第 7条 の 8の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、

附 則 第 7条 の 5第 1項 及 び 附 則 第 7条 の 8中 「 所 得 割 の 額 」 と あ る
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の は 、「 所得 割の 額 並 び に附 則第 17条 第 1項 の 規 定 に よ る 市 民

税 の 所 得 割 の 額 」 と す る。

附 則第 18条 第 5項 に 次 の 1号 を 加 え る 。

(5) 附 則 第 7条 の 5及 び 附 則 第 7条 の 8の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、

附 則 第 7条 の 5第 1項 及 び 附 則 第 7条 の 8中 「 所 得 割 の 額 」 と あ る

の は 、 「 所 得 割 の 額 並 び に附 則第 18条 第 1項 の 規 定 に よ る 市 民

税 の 所 得 割 の 額 」 と す る。

附 則第 19条 第 2項 に 次 の 1号 を 加 え る 。

(5) 附 則 第 7条 の 5及 び 附 則 第 7条 の 8の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、

附 則 第 7条 の 5第 1項 及 び 附 則 第 7条 の 8中 「 所 得 割 の 額 」 と あ る

の は 、 「 所 得 割 の 額 並 び に附 則第 19条 第 1項 の 規 定 に よ る 市 民

税 の 所 得 割 の 額 」 と す る。

附 則第 20条 第 2項 に 次 の 1号 を 加 え る 。

(5) 附 則 第 7条 の 5及 び 附 則 第 7条 の 8の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、

附 則 第 7条 の 5第 1項 及 び 附 則 第 7条 の 8中 「 所 得 割 の 額 」 と あ る

の は 、 「 所 得 割 の 額 並 び に附 則第 20条 第 1項 の 規 定 に よ る 市 民

税 の 所 得 割 の 額 」 と す る。

附 則第 20条 の 2第 2項 に 次 の 1号 を 加 え る 。

(5) 附 則 第 7条 の 5及 び 附 則 第 7条 の 8の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、

附 則 第 7条 の 5第 1項 及 び 附 則 第 7条 の 8中 「 所 得 割 の 額 」 と あ る

の は 、 「 所 得 割 の 額 並 び に 附 則 第 20条 の 2第 1項 の 規 定 に よ る

市 民 税 の 所 得 割 の 額 」 とす る。

附 則第 20条 の 2第 5項 に 次 の 1号 を 加 え る 。

(5) 附 則 第 7条 の 5及 び 附 則 第 7条 の 8の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、

附 則 第 7条 の 5第 1項 及 び 附 則 第 7条 の 8中 「 所 得 割 の 額 」 と あ る

の は 、 「 所 得 割 の 額 並 び に 附 則 第 20条 の 2第 3項 後 段 の 規 定 に

よ る 市 民 税 の 所 得 割 の 額」 とする 。

附 則

（ 施行 期日 ）

第 1条 こ の 条 例 は 、 令 和 6年 4月 1日 か ら 施 行 す る 。

（ 経 過 措 置 ）

第 2条 別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き 、 こ の 条 例 に よ る 改 正 後 の

さ く ら 市 税 条 例 の 規 定 中 固 定 資 産 税 に 関 す る 部 分 は 、 令 和 6年

度 以 後 の 年 度 分 の 固 定 資 産 税 に つ い て 適 用 し 、 令 和 5年 度 分 ま
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で の固 定資 産税に つい ては 、なお 従前 の例 による 。

2 令 和 2年 4月 1日 か ら 令 和 6年 3月 31日 ま で の 間 に 新 た に 取 得 さ

れ た 地 方 税 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 6年 法 律 第 4号 ） 第

1条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 地 方 税 法 （ 昭 和 25年 法 律 第 226号 。 次

項 及 び 第 4項 に お い て 「 旧 法 」 と い う 。 ） 附 則 第 15条 第 25項 に

規 定 す る 特 定 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 発 電 設 備 に 対 し て 課 す る 固 定

資 産税 につ いては 、な お従 前の例 によ る。

3 平 成 29年 4月 1日 か ら 令 和 6年 3月 31日 ま で の 間 に 受 け た 旧 法 附

則 第 15条 第 32項 に 規 定 す る 政 府 の 補 助 に 係 る 同 項 に 規 定 す る 特

定 事 業 所 内 保 育 施 設 の 用 に 供 す る 固 定 資 産 に 対 し て 課 す る 固 定

資 産税 につ いては 、な お従 前の例 によ る。

4 都 市 再 生 特 別 措 置 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 2年 法 律

第 43号 ） の 施 行 の 日 か ら 令 和 6年 3月 31日 ま で の 間 に 整 備 さ れ た

旧 法 附 則 第 15条 第 39項 に 規 定 す る 滞 在 快 適 性 等 向 上 施 設 等 の 用

に 供 す る 固 定 資 産 に 対 し て 課 す る 固 定 資 産 税 に つ い て は 、 な お

従 前の 例に よる。
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議案 第 2 号

専 決 処 分 の 承 認 を 求 め る こ と に つ いて

地 方自 治法（ 昭和 22 年 法 律 第 67 号 ）第 179 条 第 1 項 の 規 定 に

よ り 、下 記 事 項 に つ い て 別 紙の とお り専決 処分 したの で、同 条第

3 項 の 規 定 に よ り こ れ を 報 告 し 承 認 を 求める 。

記

専決 処分 第 5 号 さ く ら 市 都 市 計 画 税 条 例 の 一 部 を 改正 する 条例

令和 6 年 5 月 24 日 提 出

さ く ら 市 長 뤷 塚 隆 志
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専 決処 分第 5号

専 決 処 分 書

さ く ら 市 都 市 計 画 税 条 例 の一部 を改 正す る条例 をこ こに 公布

す る。

令 和 6年 3月 31日

さ く ら 市 長 뤷 塚 隆 志

さ くら 市条 例第 18号

さ く ら 市 都 市 計 画 税 条 例 の 一 部 を 改正 する 条例

附 則第 6項 を 削 る 。

附 則 第 7項 （ 見 出 し を 含 む 。 ） 中 「 附 則 第 15条 第 33項 」 を 「 附

則 第 15条 第 32項 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 6項 と す る 。

附 則 第 8項 （ 見 出 し を 含 む 。 ） 中 「 附 則 第 15条 第 38項 」 を 「 附

則 第 15条 第 37項 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 7項 と す る 。

附 則 第 9項 （ 見 出 し を 含 む 。 ） 中 「 附 則 第 15条 第 43項 」 を 「 附

則 第 15条 第 42項 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 8項 と し 、 附 則 第 10項 を

附 則 第 9項 と す る 。

附 則 第 11項 の 前 の 見 出 し 中 「 令 和 3年 度 か ら 令 和 5年 度 ま で 」 を

「 令 和 6年 度 か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め 、 同 項 中 「 令 和 3年 度 か

ら 令 和 5年 度 ま で 」 を 「 令 和 6年 度 か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め 、

「 （ 商 業 地 等 に 係 る 令 和 4年 度 分 の 都 市 計 画 税 に あ っ て は 、 100

分 の 2.5） 」 及 び 「 （ 令 和 3年 度 分 の 都 市 計 画 税 に あ っ て は 、 前

年 度 分 の 都 市 計 画 税 の 課 税 標 準 額 ） 」 を 削 り 、 同 項 を 附 則 第 10

項 と す る 。
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附 則 第 12項 中 「 令 和 4年 度 分 及 び 令 和 5年 度 分 」 を 「 令 和 6年 度

か ら 令 和 8年 度 ま で の 各 年 度 分 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 11項 と す

る 。

附 則 第 13項 中 「 令 和 4年 度 及 び 令 和 5年 度 分 」 を 「 令 和 6年 度 か

ら 令 和 8年 度 ま で の 各 年 度 分 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 12項 と す る 。

附 則 第 14項 中 「 令 和 3年 度 か ら 令 和 5年 度 ま で 」 を 「 令 和 6年 度

か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 13項 と す る 。

附 則 第 15項 中 「 令 和 3年 度 か ら 令 和 5年 度 ま で 」 を 「 令 和 6年 度

か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 14項 と す る 。

附 則 第 16項 の 見 出 し 中 「 令 和 3年 度 か ら 令 和 5年 度 ま で 」 を 「 令

和 6年 度 か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め 、 同 項 中 「 令 和 3年 度 か ら 令

和 5年 度 ま で 」 を 「 令 和 6年 度 か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め 、 「 。

以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 」 及 び 「 （ 令 和 3年 度 分 の 都 市 計 画 税

に あ っ て は 、 前 年 度 分 の 都 市 計 画 税 の 課 税 標 準 額 ） 」 を 削 り 、

同 項を 附則 第 15項 と す る 。

附 則 第 17項 中 「 附 則 第 11項 及 び 第 13項 」 を 「 附 則 第 10項 及 び 第

12項 」 に 、 「 附 則 第 11項 及 び 第 14項 」 を 「 附 則 第 10項 及 び 第 13

項 」 に 、 「 附 則 第 11項 、 第 12項 、 第 14項 及 び 第 15項 」 を 「 附 則

第 11項 、 第 13項 及 び 第 14項 」 に 、 「 附 則 第 14項 か ら 第 16項 ま で 」

を 「 附 則 第 13項 か ら 第 15項 ま で 」 に 、 「 附 則 第 16項 」 を 「 附 則

第 15項 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 16項 と す る 。

附 則 第 18項 中 「 第 35項 ま で 、 第 38項 、 第 39項 、 第 43項 若 し く は

第 46項 」 を 「 第 34項 ま で 、 第 37項 、 第 38項 、 第 42項 若 し く は 第

45項 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 17項 と す る 。

附 則 第 19項 中 「 地 方 税 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 30年 法

律 第 3号 ） 附 則 第 22条 」 を 「 地 方 税 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律

（ 令 和 6年 法 律 第 4号 ） 附 則 第 21条 第 1項 」 に 、 「 平 成 30年 度 か ら

令 和 2年 度 ま で 」 を 「 令 和 6年 度 か ら 令 和 8年 度 ま で 」 に 改 め 、

「 こ と と す る 」 を 削り 、同 項を附 則第 18項 と す る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 条 例 は、 令和 6年 4月 1日 か ら 施 行 す る 。

（ 経 過 措 置 ）

２ 別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き 、 こ の 条 例 に よ る 改 正 後 の さ
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く ら 市 都 市 計 画 税 条 例 の 規 定 は 、 令 和 6年 度 以 後 の 年 度 分 の 都

市 計 画 税 に つ い て 適 用 し 、 令 和 5年 度 分 ま で の 都 市 計 画 税 に つ

い て は 、 なお従 前の 例に よる。

３ 平 成 29年 4月 1日 か ら 令 和 6年 3月 31日 ま で の 間 に 受 け た 地 方

税 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 6年 法 律 第 4号 ） 第 1条 の 規

定 に よ る 改 正 前 の 地 方 税 法 （ 昭 和 25年 法 律 第 226号 。 次 項 に お

い て 「 旧 法 」 と い う 。 ） 附 則 第 15条 第 32項 に 規 定 す る 政 府 の 補

助 に 係 る 同 項 に 規 定 する 特 定 事 業 所内 保 育 施設 の 用 に 供 する 固

定 資 産に 対 し て 課 す る都 市 計 画 税 につ い て は、 な お 従 前 の例 に

よる 。

４ 都 市 再 生 特 別 措 置 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 2年 法 律

第 43号 ） の 施 行 の 日 か ら 令 和 6年 3月 31日 ま で の 間 に 整 備 さ れ た

旧 法 附 則 第 15条 第 39項 に 規 定 す る 滞 在 快 適 性 等 向 上 施 設 等の 用

に 供 する 固 定 資 産 に 対し て 課 す る 都市 計 画 税に つ い て は 、な お

従前 の例 によ る。
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議案 第 3 号

専 決 処 分 の 承 認 を 求 め る こ と に つ いて

地 方自 治法（ 昭和 22 年 法 律 第 67 号 ）第 179 条 第 1 項 の 規 定 に

よ り 、下 記 事 項 に つ い て 別 紙の とお り専決 処分 したの で、同 条第

3 項 の 規 定 に よ り こ れ を 報 告 し 承 認 を 求める 。

記

専決 処分 第 6 号 さ く ら 市 国 民 健 康 保 険 税 条 例 の 一 部を 改正 する

条例

令和 6 年 5 月 24 日 提 出

さ く ら 市 長 뤷 塚 隆 志
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専決処分第 6 号

専決処分書

さくら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和 6 年 3 月 31 日

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 19 号

さくら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

さくら市国民健康保険税条例（平成 17 年さくら市条例第 65 号）の一

部を次のように改正する。

第 2 条第 3 項ただし書中「22 万円」を「24 万円」に改める。

第 21 条第 1 項中「22 万円」を「24 万円」に改め、同項第 2 号中「29

万円」を「29 万 5,000 円」に改め、同項第 3 号中「53 万 5,000 円」を

「54 万 5,000 円」に改める。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。

（経過措置）

2 この条例による改正後のさくら市国民健康保険税条例の規定は、令和

6 年度分以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和 5 年度

分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。
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議案 第 4 号

専 決 処 分 の 承 認 を 求 め る こ と に つ いて

地 方自 治法（ 昭和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 179 条 第 1 項 の 規 定 に

よ り 、下 記 事 項 に つ い て 別 紙の とおり 専決 処分 したの で、同条 第

3 項 の 規 定 に よ り こ れ を 報 告 し 承 認 を 求める 。

記

専 決 処 分 第 3 号 令 和 5 年 度 さ く ら 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 12

号 ）

令 和 6 年 5 月 24 日 提 出

さ く ら 市 長 뤷 塚 隆 志
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専決処分第 3 号 専決処分書

令和 5 年度さくら市一般会計補正予算（第 12 号）

令和 5 年度さくら市の一般会計の補正予算（第 12 号）は、次に定める

ところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 4,448 万円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 243 億 6,414 万 1 千円

とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第 2 条 既定の地方債の変更は、「第 2 表 地方債補正」による。

令和 6 年 3 月 29 日

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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第2表　地方債補正

変　更 （単位：千円）

限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償還の方法 限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償 還 の 方 法

市の堀用水改修
事業費

16,900 16,800

急傾斜地崩壊対
策事業費

18,400 18,000

市道整備事業費 322,300 298,000

都市公園施設整
備事業費

55,600 52,600

雨水排水対策事
業費

54,000 65,100

橋梁整備事業費 10,100 7,200

消防ポンプ自動
車整備事業費

27,500 17,900

防災施設整備事
業費

12,800 8,000

防災情報伝達シ
ステム導入事業
費

360,400 359,600

氏家中学校体育
館等空調設置事
業費

61,000 51,000

補　　　　　　正　　　　　　前 補　　　　　　正　　　　　　後

起債の目的

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

普通貸借　
又　　は　
証券発行

　4.0%以
内（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率と
する。）

　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合に
はその債権者
と協定するも
のによる。た
だし、市財政
の都合により
据置期間及び
償還期限を延
長し、短縮
し、若しくは
繰上償還、又
は借換えする
ことができ
る。
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令和5年度さくら市一般会計補正予算
（第12号）に関する説明書
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（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ＋Ｂ－Ｃ）

１　普　通　債 13,575,238 12,949,997 2,917,565 1,659,605 14,207,957 

（１）総務 6,117,263 5,755,553 121,665 593,909 5,283,309 

（２）民生 321,562 288,000 0 57,644 230,356 

（３）衛生 325,596 297,808 0 28,480 269,328 

（４）農林水産 539,004 495,330 66,200 65,709 495,821 

（５）商工 90,410 80,410 0 8,820 71,590 

（６）土木 2,575,521 2,482,272 543,600 430,636 2,595,236 

（７）消防 567,784 505,196 385,500 74,660 816,036 

（８）教育 3,038,098 3,045,428 1,800,600 399,747 4,446,281 

２　災害復旧費 88,993 76,683 8,300 16,480 68,503 

（１）公共土木施設 40,768 38,566 0 5,373 33,193 

（２）農林水産業施設 48,225 38,117 8,300 11,107 35,310 

（３）その他公共施設 0 0 0 0 0 

合　　　計 13,664,231 13,026,680 2,925,865 1,676,085 14,276,460 

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度中増減見込額

区　　　分

前々年度末
現在高

前年度末
現在高見込額

当該年度末
現在高見込額
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議案第 5 号

令和 6 年度さくら市一般会計補正予算（第 1 号）

令和 6 年度さくら市の一般会計の補正予算（第 1 号）は、次に定める

ところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 4 億 1,281 万 3

千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 220 億 7,681

万 3 千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

令和 6 年 5 月 24 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

-49-



-50-



-51-



-52-



-53-



-54-



令和6年度さくら市一般会計補正予算
（第1号）に関する説明書
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議案 第 6 号

喜 連 川 中 学 校 屋 内 運 動 場 等 長 寿 命化 改良工 事請 負契約 に

つい て

令 和 6 年 5 月 9 日 条 件 付 き 一 般 競 争 入 札 に 付 し た 、喜 連川中 学

校屋 内運 動場等 長寿 命化 改良工 事に つい て、下 記の とお り請負 契

約を 締結 するた め、さく ら市議 会の 議決 に付す べき 契約 及び財 産

の取 得又 は処分 に関 する 条例（ 平成 17 年 さ く ら 市 条 例 第 55 号 ）

第 2 条 の 規 定 に よ り 、 議 会 の 議 決 を 求 め る。

記

1 契 約 の 目 的 喜 連 川 中 学 校 屋 内 運 動 場等 長寿 命化改 良工 事

2 契 約 の 方 法 条 件 付 き 一 般 競 争 入 札

3 契 約 金 額 195,80 0,00 0 円

4 契 約 の 相 手 方 栃 木 県 さ く ら 市 喜 連 川 6402 番 地

船 山 建 設 工 業 株 式 会 社

代 表 取 締 役 船山 浩司

令和 6 年 5 月 24 日 提 出

さ く ら 市 長 뤷 塚 隆 志
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報告 第 1 号

専 決 処 分 事 項 の 報 告 に つ い て

地 方 自 治法（ 昭和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 180 条 第 2 項 の 規 定 に

よ り 、議 会 に お い て 指 定 さ れて いる事 項に つい て、別紙 のとお り

専決 処分 をした ので 報告 する。

令和 6 年 5 月 24 日 提 出

さ く ら 市 長 뤷 塚 隆 志
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専決処分第 2号

専 決 処 分 書

地方自治法第 180 条第 1項の規定に基づき、議会の議決により指定された市

長の専決処分事項について、次のとおり専決処分する。

令和 6(2024)年 3 月 26 日

さくら市長 뤷塚 隆志

市は、令和 5(2023)年 10 月 3 日に発生した交通事故による損害賠償の額を次

のとおり決定する。

１．損害賠償の相手方

住所

氏名

２．事故の概要

令和 5(2023)年 10 月 3 日午前 9時 36 分頃、生活環境課廃棄物・土砂等

埋立監視員が軽トラックでさくら市鷲宿地内を走行中に、180 度方向転換

しようとしたところ、後続のバイク（運転手： ）と衝突した。

３．損害賠償の額 136,969 円（人身分）
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報告 第 2 号

専 決 処 分 事 項 の 報 告 に つ い て

地 方 自 治法（ 昭和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 180 条 第 2 項 の 規 定 に

よ り 、議 会 に お い て 指 定 さ れて いる事 項に つい て、別紙 のとお り

専決 処分 をした ので 報告 する。

令和 6 年 5 月 24 日 提 出

さ く ら 市 長 뤷 塚 隆 志
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専決処分第 7号

専 決 処 分 書

地方自治法第 180 条第 1項の規定に基づき、議会の議決により指定された市

長の専決処分事項について、次のとおり専決処分する。

令和 6(2024)年 4 月 25 日

さくら市長 뤷塚 隆志

市は、令和 6(2024)年 2 月 1 日に発生した交通事故による損害賠償の額を次

のとおり決定する。

１．損害賠償の相手方

住所

氏名

２．事故の概要

令和 6(2024)年 2 月 1 日午後 0時 30 分頃、スポーツ振興課職員が打合せ

のため訪れた の駐車場にバック駐車をし

た際に、後方の照明灯と衝突した。

３．損害賠償の額 206,448 円
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